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５ 記入シート 

２章の基本方針と体制、３章の作成と運用、発動を読んで、次の様式に記入して下さい。 

従業員の緊急連絡先など既に作成済みのものがあれば、それらを流用して下さい。 

目 次 様式類 備考 

1.基本方針 様式 A BCP の基本方針 ◎ 

様式 B BCP の作成・運用体制 ◎ 
2.BCP の運用体制 

様式 C 複数企業間の BCP の連携体制 ○ 

様式 D 中核事業と目標復旧時間 ◎ 
3.中核事業と復旧目標 

様式 E 中核事業の構成業務と資源 ○ 

様式 F 緊急時の被害予測 ○ 
4.事業の理解 

様式 G 財務診断 ○ 

様式 H 中核事業の継続のための代替資源 ◎ 

様式 I 事前対策の実施状況 ○ 5.準備と事前対策 

様式 J 事前対策の整備計画 ◎ 

7.緊急時における BCP 発動 

(1)東海地震情報 様式 K 東海地震に関連する情報発表時の対応 ▲ 

(2)避難 様式 L 事業所からの避難要領 ▲ 

(3)情報連絡 

様式 M 従業員の緊急連絡 

様式 N 主要機関の連絡先 

様式 O 顧客に関する情報 

様式 P 取引業者に関する情報 

▲ 

(4)被災状況確認 様式 Q 被災状況確認 ▲ 

(5)地域貢献 様式 R 地域貢献活動 ▲ 

様式 S 教育・訓練計画 ▲ 8.BCP の定着 

様式 T 従業員携行カード ▲ 

◎＝BCP に特有かつ最重要なシートですので、漏れなく記入して下さい。 

○＝BCP に特有なシートですが、 難しい内容を含みますので、 可能な範囲で記入して下さい。 

BCP を見直す度に充実させるよう努めて下さい。 

▲＝既に地震防災応急対策計画等で作成済みのものがあれば、それを流用して下さい。
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【様式 A】BCP の基本方針 

1. BCP 作成･運用の目的 

区分 記入欄 

従業員・家族の安全と 

安心を守る 

顧客の信用を守る 

従業員の雇用を守る 

2. BCP 及び災害計画の更新時期：毎年 月（年 回更新）
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【様式 B】BCP の作成・運用体制 

1. BCP の作成体制： 

区分 記入欄 

責任者 

サブリーダー（必要に 

応じて複数名） 

2. 平常時における BCP の運用推進体制： 

区分 記入欄 

責任者 

サブリーダー（必要に 

応じて複数名） 

BCP 運用の対象者 
経営者及び従業員全員 

3. 緊急時における BCP の発動体制： 

記入欄 区分 

メイン 代行者 

責任者 

顧客・協力会社担当 

サブリーダー 

事業資源担当 

サブリーダー 

財務担当 

サブリーダー 

後方支援担当 

サブリーダー 

注：サブリーダーは必要に応じて指名。
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【様式 C】複数企業間の BCP の連携体制 

1. 連携企業： 

①種類 □ｻﾌﾟﾗｲﾁｪｰﾝ形成企業 □同業者の協同組合等 □地域的な協同組合等 

幹事会社名と連絡先： ②企業名 

構成企業： 

2. 連携内容： 

ﾁｪｯｸ 種類 補足 

□ 
目標復旧時間の目処を予め調整の上、 

企業間で共通認識を持っておく。 

□ 
共同で BCP に関する勉強会を開催し 

たり、訓練を行ったりする。 

□ 
緊急時対策のための施設や資機材を 

共同で設置・備蓄する。 

共同施設・資機材： 

□ 
緊急時に操業停止した場合、 他の企業 

が製造や納品を代替する。 

代替業務の内容例： 

□ 
緊急時に被災企業に対して要員応援 

を行う。 

要員応援の主な業務例： 

□ 
その他 

3.その他： 

・連携活動によって発生する費用は、 

とする（構成企業等で配分／応援を受ける企業が負担など）。 

・幹事会社は、 （少なくとも年に１回）頃に全ての構成企業の担当幹部が出席す 

る連絡会を開催し、情報交換を行うとともに、必要に応じて連携内容を見直す。
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【様式 D】中核事業と目標復旧時間 

中核事業 

中核事業の 

社内責任者 

中核事業中断の 

場合の損失額 

(含む違約金等) 

会社名 

主要連絡先 

（電話番号 等） 

中核事業による製品等 

の納入・提供先 

(複数ある場合は 

すべてを記載) 社内担当者 

会社名 

主要連絡先 

（電話番号 等） 

中核事業に必要な原材 

料等の入手先 

(複数ある場合は 

すべてを記載) 社内担当者 

目標復旧時間 

（括弧内の適当な 

時間単位に○を付ける） 

（時間・日・週間 程度） 

中核事業中断の 

可能性がある災害等 

備考
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【様式 E】中核事業の構成業務と資源 

重要業務に必要な資源 

重要業務 人手による一部代替が 

不可能な資源 

人手による一部代替が 

可能な資源 

重要業務の 

責任者 

責任者 

連絡先 
備考 

（※ 「重要業務」の枠数が足りない場合は、本ページをコピーして利用して下さい。） 

3
8
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【様式 F】緊急時の被害予測 

緊急事態 〔例〕東海地震 〔例〕天竜川氾濫 
その他 

（ ） 

被害程度*1 被害程度*1 被害程度*1 

事業所建物 ％ ％ ％ 

機械及び装置 ％ ％ ％ 

工具・器具・備品 ％ ％ ％ 

車両及び輸送手段 ％ ％ ％ 

自社の 

資源 

棚卸資産 ％ ％ ％ 

顧客企業 ％ ％ ％ 

協力会社 ％ ％ ％ 

取引業者（納品） ％ ％ ％ 

関係企業 

取引業者（輸送） ％ ％ ％ 

復旧日数*2 復旧日数*2 復旧日数*2 

電気 日後 日後 日後 

電話 日後 日後 日後 

インターネット 日後 日後 日後 

上水道 日後 日後 日後 

都市ガス・LPガス 日後 日後 日後 

社会 

インフラ 

交通網 日後 日後 日後 

中核事業の復旧可能日数*3 

（緊急事態発生から） 
日後 日後 日後 

*1：全損＝100％、半損＝50％、一部損壊＝10％、被害なし＝0％などの目安（予測）を記入。 

*2：静岡県や国が実施している被害想定結果などを参考に目安（予測）を記入。 

*3：自社の資源及び関係企業の被害の程度、社会インフラの復旧日数から、中核事業の復旧 

が可能と考えられる日数を記入。
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【様式 G】財務診断 

①手元資金の状況 

種 類 金 額 備 考 

現金・預金 百万円 
応急対策や当面の運転資金として、売 

上高 1 カ月分の保有が望ましい。 

損害保険金 百万円 
損害保険の加入対象をチェック。 

□火災 □水害 □地震 □事業中断 

会社資産 百万円 株券等の売却可能な資産を記入。 

手元資金 

（計） 
百万円 

②復旧費用の予測 

〔例〕東海地震 〔例〕天竜川氾濫 
その他 

（ ） 

復旧期間 復旧費用 復旧期間 復旧費用 復旧期間 復旧費用 

事業所建物 
日 百万円 日 百万円 日 百万円 

機械・装置 
日 百万円 日 百万円 日 百万円 

工具・器具・ 

備品 

日 百万円 日 百万円 日 百万円 

車両等の 

輸送手段 

日 百万円 日 百万円 日 百万円 

棚卸資産 
日 百万円 日 百万円 日 百万円 

小 計 
日 百万円 日 百万円 日 百万円 

事業中断損失 
日 百万円 日 百万円 日 百万円 

復旧費用 

（計） 

日 百万円 日 百万円 日 百万円 

注：【様式 F】の被害予測の記入結果に基づき、復旧に要する期間と費用の目安を記入。 

復旧費用（計）が手元資金（計）を上回っていれば、緊急貸付等を受ける必要が生じる。
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【様式 H】中核事業の継続のための代替資源 

① 情報連絡の拠点となる場所 

拠点となる場所 

(住所) 

建物所有者/管理者 

第一電話番号 予備電話番号 

その他連絡先 

（携帯電話、PHS 等） 
e メール 

連絡すべき内容 

当該場所に 

行くべき従業員 

備考 

○当該場所までの地図（必要と思われる場合）
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② 事業復旧を実施するための場所 

事業復旧場所 (住所) 

建物所有者/管理者 

第一電話番号 予備電話番号 

その他連絡先 

（携帯電話、PHS 等） 
e メール 

事業復旧場所で 

継続される中核事業 

当該場所に 

行くべき従業員 

備考 

○当該場所までの地図（必要と思われる場合）



43 

③ 臨時要員 

1.事業復旧のための要員 

協力依頼想定者 
第一電話番号、 

携帯電話番号等の連絡先 
支援を依頼すべき業務内容等 

2. 被災生活支援のための要員 

協力依頼想定者 
第一電話番号、 

携帯電話番号等の連絡先 
支援を依頼すべき業務内容等 

備考
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④ 資金調達 

資金調達手段、 

方針 等 

備考
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⑤ 通信手段・各種インフラ 

電話等の 

通信手段の 

代替方針 

電力 

ガス 

水道 

その他 

備考



46 

⑥ ソフトウェア（書類・情報） 

書類・情報名 
通常の 

記録媒体と保管場所 

バックアップの頻度、 

媒体と保管場所 
破損時の復旧方法
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【様式 I】事前対策の実施状況 

区分 質問 回答（○をつける） 

□1981 年（建築基準法改正）以降の建物である。 は い 
該当 

せず 
いいえ 

□耐震診断を実施済みである。 は い 
該当 

せず 
いいえ 

□耐震補強を実施済みである。 は い 
該当 

せず 
いいえ 

事業所の 

建物 

□大雨や河川氾濫で浸水のおそれがある場合、建物の 

基礎を上げている。 
は い 

該当 

せず 
いいえ 

□アンカーボルトで固定するなど転倒防止対策を実施 

済みである。 
は い 

該当 

せず 
いいえ 

機械装置 
□大雨や河川氾濫に備えて、機械・装置の基礎を上げ 

ている。 
は い 

該当 

せず 
いいえ 

□地震に備えて転倒・落下防止をしている。 は い 
該当 

せず 
いいえ 

在庫資産 

□大雨や河川氾濫に備えて、高所に保管している。 は い 
該当 

せず 
いいえ 

津波避難 
□津波来襲のおそれがある場合、避難場所を確保して 

いる。 
は い 

該当 

せず 
いいえ 

□消火器と火災報知機を設置している。 は い 
該当 

せず 
いいえ 

□重要なデータをバックアップしている。 は い 
該当 

せず 
いいえ 

□消火器等の適当な消火設備の設置している。 は い 
該当 

せず 
いいえ 

□火災による物的被害に対して保険をかけている。 は い 
該当 

せず 
いいえ 

□風水害による物的被害に対して保険をかけている。 は い 
該当 

せず 
いいえ 

□地震による物的被害に対して保険をかけている。 は い 
該当 

せず 
いいえ 

その他 

□休業損害に対して保険をかけている。 は い 
該当 

せず 
いいえ
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【様式 J】事前対策の整備計画 

ﾁｪｯｸ 対策項目 ＊ 現状の対策レベル 対策後のレベル 
必要資金 

（百万円） 

資金調達 

方法 

実施年 

（予定） 

□ 事業所の耐震強化（立替／補強） 

□ 水害時の浸水防止工事 

□ 津波避難場所等の確保 

□ 機械等の転倒・落下防止 

□ 災害対策用発電機の購入 

□ 応急給水設備の整備 

□ 災害対策用通信施設の整備 

□ 防災倉庫の建築 

＊：記入例ですので、会社独自の対策項目を空欄に追加して下さい。 

4
8
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【様式 K】東海地震に関連する情報発表時の対応 

①東海地震に関連する情報の入手・伝達方法 

・入手方法 

・従業員への伝達方法 

②東海地震に関連する情報発表時の対応 

情報の種類 就業時間中 夜間・休日 

観測情報 

注意情報 

予知情報 

（警戒宣言発令）
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【様式 L】事業所からの避難要領 

会社から避難が必要となっ 

た場合にするべき事項 

集合場所 

集合場所責任者 

（代理責任者） 

上記責任者の責務 

業務停止責任者 

（代理責任者） 

上記責任者の責務 

避難解除責任者 

（代理責任者） 

備考 

• 発災時の混乱や停滞を避けるために、 隣接業者や社屋管理者などと共同で本計画を 

作成することが望まれます。 

• 避難場所の地図をコピーして、掲示しておいて下さい。 

• 非常口は明確にしておいて下さい。 

• 1 年間に 回、避難訓練を実施します。
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【様式 M】従業員の緊急連絡 

（従業員の数だけ作成） 

氏名 役職 

主要な責務 

自宅の住所 

自宅電話番号 携帯電話番号等 

会社用 eメール 自宅用 e メール 

上記以外の 

緊急時連絡先 
本人との続柄 

緊急時連絡先 

電話番号 
予備電話番号 

電話による 

確認事項、 

以来事項 等 

資格・技能等 

（事業復旧時に 

有効と考えられ 

るもの） 

□応急処置 □CPR（心肺蘇生法） □アマチュア無線 

□建設・輸送機械操作免許 （操作対象： ） 

□自動二輪、大型特殊車両等の運転免許（対象： ） 

□緊急時に有効なその他の資格： 

緊急時の 

出社方針 

緊急事態ごと 

の参集基準 

安否報告 

の方法
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【様式 N】主要機関の連絡先 

（主な機関の数だけ作成） 

業種分類： 

□ 消防署 □ 警察署 □ 病院 

□ 電話会社 □ 電力会社 □ ガス会社 □ 水道事業者 

□ 金融機関 □ 保険会社 □ 監査法人 □ 会計士 □ 債権者 

□ 建物管理者 □ 建物所有者 □ 建物警備会社 □ その他： 

事業名（またはサービス名） 

提供されるサービス内容 

口座番号(必要な場合) 

住所 

ホームページアドレス 

電話番号(代表) 

部署 担当者名 

電話番号 携帯電話等 
第１ 

連絡先 
Fax 番号 e メール 

部署 担当者名 

電話番号 携帯電話等 
第２ 

連絡先 
Fax 番号 e メール 

備考
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【様式 O】顧客に関する情報 

（主な顧客の数だけ作成） 

会社名 

提供する製品／材料 

／サービス 

平時における 

製品等の提供手段 

（輸送手段 等） 

口座番号(必要な場合) 

住所 

ホームページ 

アドレス 
会社 

電話番号(代表) 

部署 担当者名 

電話番号 携帯電話等 
第１ 

連絡先 

Fax 番号 e メール 

部署 担当者名 

電話番号 携帯電話等 
第２ 

連絡先 

Fax 番号 e メール 

備考
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【様式 P】取引業者に関する情報 

（主な取引業者の数だけ作成） 

提供される製品 

／材料／サービス 

会社名 

業者との取引状況 □ 現在取引中の供給者/業者 □ 予備の供給者/業者 

平時における 

製品等の納入手段 

（輸送手段 等） 

口座番号(必要な場合) 

住所 

ホームページ 

アドレス 
会社 

電話番号(代表) 

部署 担当者名 

電話番号 携帯電話等 
第１ 

連絡先 

Fax 番号 e メール 

部署 担当者名 

電話番号 携帯電話等 
第２ 

連絡先 

Fax 番号 e メール 

備考
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【様式 Q】被災状況確認 

被災状況 対応 

従業員 

重要書類 

建物（工場） 

社宅 

製造設備 

インフラ 

交通機関 

顧客の 

被災状況 

取引業者の 

被災状況 

周辺地域の 

被災状況
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【様式 R】地域貢献活動 

1. 日常的な活動： 

ﾁｪｯｸ 活動例 ＊ 補足 

□ 
地域の自主防災組織の活動に対して、ノウハ 

ウや人手、資金等の提供協力をする。 

□ 地域住民と共同で防災訓練を立案・実施する。 

□ 

2. 緊急時における活動： 

ﾁｪｯｸ 活動例 ＊ 補足 

□ 

地元の自主防災組織と連携して独居高齢者世 

帯等に対して声掛けを行う（避難勧告発令時、 

避難生活時等）。 

□ 

地元の自主防災組織と連携して周辺住家の被 

災状況を把握し、救出・応急救護・初期消火 

に協力する。 

□ 
地元の自主防災組織と連携して被災した住家 

の後片付け等を手伝う。 

□ 
従業員に対し、ボランティアとして登録・活 

動することを推奨する。 

□ 
施設を避難所として提供する（学校等の公的 

避難所が使用できない場合等）。 

□ 
在庫商品を提供する。 

□ 
貯水タンクの水や備蓄用品・資機材を供出す 

る。 

□

□

□

□ 

＊：記入例ですので、会社独自の対策項目を空欄に追加して下さい。
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【様式 S】教育・訓練計画 

区分 項 目 目 標 
対象者 

（本年度） 

時期・頻度 

（本年度） 

教育 

（例） 
防災士 従業員全員資格取得 

入社 5～10 年目の 

従業員 
○月（計○日間） 

訓練 

（例） 
緊急連絡訓練 

1 時間内に完了（社 

長に最終連絡） 
従業員全員 

9 月 X 日の就業時 

間外
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【様式 T】従業員携行カード 

必要事項を記入の上、全ての従業員に携行させます。定期入れや財布に納めておきます。 

注：静岡県総務部防災情報室「命のパスポート」 

http://www.e-quakes.pref.shizuoka.jp/bousai/toukei/passport/index.html


